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雇
用
保
険
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
参
照
条
文 

 

○
雇
用
保
険
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
） 

（
国
庫
の
負
担
） 

第
六
十
六
条 

国
庫
は
、
次
に
掲
げ
る
区
分
に
よ
つ
て
、
求
職
者
給
付
（
高
年
齢
求
職
者
給
付
金
を
除
く
。
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
雇
用
継
続
給
付
（
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本

給
付
金
及
び
高
年
齢
再
就
職
給
付
金
を
除
く
。
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
負
担
す
る
。 

一 

日
雇
労
働
求
職
者
給
付
金
以
外
の
求
職
者
給
付
に
つ
い
て
は
、
当
該
求
職
者
給
付
に
要
す
る
費
用
の
四
分
の
一 

二 

日
雇
労
働
求
職
者
給
付
金
に
つ
い
て
は
、
当
該
日
雇
労
働
求
職
者
給
付
金
に
要
す
る
費
用
の
三
分
の
一 

三 

雇
用
継
続
給
付
に
つ
い
て
は
、
当
該
雇
用
継
続
給
付
に
要
す
る
費
用
の
八
分
の
一 

２
～
５ 

（
略
） 

６ 

国
庫
は
、
前
各
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
毎
年
度
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
雇
用
保
険
事
業
の
事
務
の
執
行
に
要
す
る
経
費
を
負
担
す
る
。 

第
六
十
七
条 

第
二
十
五
条
第
一
項
の
措
置
が
決
定
さ
れ
た
場
合
に
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
国
庫
は
、
広
域
延
長
給
付
を
受
け
る
者
に
係
る
求
職
者
給
付

に
要
す
る
費
用
の
三
分
の
一
を
負
担
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
支
給
し
た
当
該
求
職
者
給
付
の
総
額
」
と
あ
る
の
は
「
支
給
し
た
当
該
求
職
者
給
付
の
総
額

か
ら
広
域
延
長
給
付
を
受
け
る
者
に
係
る
求
職
者
給
付
の
総
額
を
控
除
し
た
額
」
と
、「
一
般
保
険
料
の
額
を
超
え
る
場
合
に
は
」
と
あ
る
の
は
「
一
般
保
険
料
の
額
か
ら
広
域
延
長

給
付
を
受
け
る
者
に
係
る
求
職
者
給
付
の
総
額
の
三
分
の
二
に
相
当
す
る
額
を
控
除
し
た
額
を
超
え
る
場
合
に
は
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

附 

則 

（
国
庫
負
担
に
関
す
る
暫
定
措
置
） 

第
十
三
条 

国
庫
は
、
第
六
十
六
条
第
一
項
及
び
第
六
十
七
条
前
段
の
規
定
に
よ
る
国
庫
の
負
担
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ

る
国
庫
の
負
担
額
の
百
分
の
五
十
五
に
相
当
す
る
額
を
負
担
す
る
。 

２ 

国
庫
が
前
項
に
規
定
す
る
額
を
負
担
す
る
会
計
年
度
に
つ
い
て
は
、
第
六
十
六
条
第
二
項
（
第
六
十
七
条
後
段
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
及
び
第
五
項
の

規
定
は
、
適
用
し
な
い
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
六
十
六
条
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
前
各
項
」
と
あ
る
の
は
、
「
附
則
第
十
三
条
第
一
項
」
と
す
る
。 
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○
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十
三
号
） 

（
国
庫
負
担
金
の
過
不
足
の
調
整
） 

第
百
五
条 

雇
用
勘
定
に
お
い
て
、
毎
会
計
年
度
一
般
会
計
か
ら
受
け
入
れ
た
金
額
が
、
当
該
年
度
に
お
け
る
雇
用
保
険
法
第
六
十
六
条
及
び
第
六
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
国
庫
負
担

金
の
額
に
対
し
て
超
過
し
、
又
は
不
足
す
る
場
合
に
は
、
当
該
超
過
額
に
相
当
す
る
金
額
は
、
翌
年
度
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
国
庫
負
担
金
と
し
て
一
般
会
計
か
ら
受
け

入
れ
る
金
額
か
ら
減
額
し
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
翌
々
年
度
ま
で
に
一
般
会
計
に
返
還
し
、
当
該
不
足
額
に
相
当
す
る
金
額
は
、
翌
々
年
度
ま
で
に
一
般
会
計
か
ら
補
て
ん
す

る
も
の
と
す
る
。 

 
 
 

附 

則 

（
雇
用
勘
定
に
お
け
る
国
庫
負
担
金
の
過
不
足
の
調
整
の
特
例
） 

第
二
十
条
の
二 

雇
用
保
険
法
附
則
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
会
計
年
度
に
お
け
る
第
百
五
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
雇
用
保
険
法
第
六
十
六
条
及

び
第
六
十
七
条
」
と
あ
る
の
は
、
「
雇
用
保
険
法
附
則
第
十
三
条
第
一
項
及
び
同
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
法
第
六
十
六
条
第
六
項
」
と
す
る
。 

 


	○雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）

